
Ⅰ
地
域
貢
献

Ⅰ 地域貢献 ＜診療関連＞

8. 県内医療人への助言・指導

Ⅱ
教
育

（現状）
・地域医療連携懇話会開催回数 2回（平成23年度）

テーマ：在宅医療を支えるシステム、奈良県の周産期医療ネット
ワーク構築のための地域医療連携等

（課題）

現状あるいは課題

Ⅲ
研
究

（課題）
・県内医療機関の医療技術や診療レベルの向上が必要

医療関係者に対する研修会等の開催
回数を平成２３年度に比べ倍増を目指
す

成果目標

Ⅳ
診
療

県・市町村医師会や県看護協会と協働して、最新技術・情報を学

べる研修やスキルスラボ実習を企画・実施すると共に、メーリング

リスト等を活用した情報発信を行い、県内医療人のレベルアップに

貢献する。

中期計画

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

・地域の医療従事者等を対象にした各種研修会の開
催や医療情報発信の充実（再掲:Ⅰ-7）
・臨床技能習得のためのスキルスラボの設置・運営及
び地域へのオープン化

大学の取組

Ⅵ
法
人
運
営

-１７-

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

研修会等の開催
回数

3回 4回 4回 4回 4回 4回

Ⅰ
地
域
貢
献

Ⅱ
教
育

Ⅲ
研
究

Ⅳ
診
療

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

-１８-

Ⅵ
法
人
運
営

Ⅰ
地
域
貢
献

Ⅱ
教
育

Ⅲ
研
究

Ⅳ
診
療

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

Ⅵ
法
人
運
営



Ⅱ 教育

1. リベラルアーツ教育の実践
医の心をもった医療人の育成

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・学外講座の受講者数（単位互換人数） 7名（平成24年度）
医師の言葉づかいや態度に満足した患者の割合

医の心をもった医療人の育成
医療経営に関する教育の確保

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

・医師の言葉づかいや態度に満足した患者の割合
入院96.1％、外来80.4％（平成23年度）

・医師になる強い自覚を持った医学科学生の割合
30.6％（平成22年度）

・看護師になる強い自覚を持った看護学科学生の割合
33.2％（平成22年度）

Ⅲ
研
究

医師の言葉づかいや態度に対する満足度

Ⅳ
診
療

20.8%

2.7%
0.9%

0.3%

たいへん満足

（入院）

36.0%
18.2%

0.9%
0.4%

とてもよい

（外来）

医師の言葉 か や態度に対する満足度

（課題）

・具体的な目標・目的を掲げ、幅広い教養も修得した医療人の輩出
が必要

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

75.3%

たいへん満足

満足

どちらでもない

やや不満

たいへん不満

44.4%
よい

普通

悪い

非常に悪い

・必ず診るという医師としての社会的使命と責任の自覚が必要

・今後の医療人のあるべき姿として必要な経営概念の理解・修得
が必要

Ⅵ
法
人
運
営

-１９-
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Ⅱ 教育

1. リベラルアーツ教育の実践
医の心をもった医療人の育成

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・学外講座の受講者数（単位互換人数） 7名（平成24年度）
医師の言葉づかいや態度に満足した患者の割合

医の心をもった医療人の育成
医療経営に関する教育の確保

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

・医師の言葉づかいや態度に満足した患者の割合
入院96.1％、外来80.4％（平成23年度）

・医師になる強い自覚を持った医学科学生の割合
30.6％（平成22年度）

・看護師になる強い自覚を持った看護学科学生の割合
33.2％（平成22年度）

Ⅲ
研
究

医師の言葉づかいや態度に対する満足度

Ⅳ
診
療

20.8%

2.7%
0.9%

0.3%

たいへん満足

（入院）

36.0%
18.2%

0.9%
0.4%

とてもよい

（外来）

医師の言葉 か や態度に対する満足度

（課題）

・具体的な目標・目的を掲げ、幅広い教養も修得した医療人の輩出
が必要

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

75.3%

たいへん満足

満足

どちらでもない

やや不満

たいへん不満

44.4%
よい

普通

悪い

非常に悪い

・必ず診るという医師としての社会的使命と責任の自覚が必要

・今後の医療人のあるべき姿として必要な経営概念の理解・修得
が必要

Ⅵ
法
人
運
営
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リベラルアーツ教育に沿った
新カリキュラムを導入する

外部有識者を含む一般教育
検討委員会を設置・運営する

医師 看護師の理想像を理解

Ⅰ
地
域
貢
献

成果目標

医師・看護師の理想像を理解
し、医師・看護師になる強い
自覚を持った学生の割合
９０％を目指す

大学院に医科学専攻医療経
営学科目を設置する

Ⅱ
教
育

中期計画

Ⅲ
研
究

カリキュラムの見直し・再構築を行い、医療人にふさわしい教養

や倫理観を培うリベラルアーツ教育、および国際感覚、実践的英語

能力等の習得を目的とした幅広い教育を強化する。

・一般教育検討委員会の設置によるリベラルアーツ教育の充実に向けたカリ
キュラムの構築

大学の取組

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

外部有識者を含む
一般教育検討委
員会の設置 運営

設置

Ⅳ
診
療

運営

キュラムの構築
・アンケート調査の実施による学生の意見及び満足度の的確な把握
・大学院に医科学専攻医療経営学科目を設置

員会の設置・運営

新カリキュラムの
策定・導入

医師の理想像を理
解し、医師になる

40％ 55％ 70％ 80％ 85％ 90％

ｱﾝｹｰﾄ
実施

他大学の
状況調査

（案）
策定

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

新カリキュラム導入

解し、医師になる
強い自覚を持った
学生の割合

40％ 55％ 70％ 80％ 85％ 90％

看護師の理想像を
理解し、看護師に
なる強い自覚を
持った学生の割合

40％ 55％ 70％ 80％ 85％ 90％

Ⅵ
法
人
運
営

-２０-
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Ⅱ 教育

2. 教育内容の評価

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）

・カリキュラムと授業の進め方に「不満」・「大いに不満」な学生の割合
医学科・看護学科ともに約40％ （平成22年度）

（課題）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

・在学生アンケートの授業に対する満足度の向上が必要

・時代に即したより良い教育を行うための適宜適切な教育内容の評
価が必要Ⅲ

研
究 カリキュラムと授業の進め方に

「不満」・「大いに不満」な学生
の割合を平成２２年度に比べ
半減を目指す

評価体制の構築と評価を実
施する

成果目標

Ⅳ
診
療

半減を目指す施する

教員の教育力向上のためのＦＤ(Faculty Development)活動(*1)の
活性化および教員と学生の双方向性の授業評価システムを構築する

ことにより、講義・実習・研修内容の充実を図る。

中期計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

カリキュラムと
授業の進め方

医学
科

39％ 36％ 30％ 26％ 22％ 20％

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

・双方向の授業評価システムの構築及び実施による授業の改善
・教員の表彰制度の導入
・ＦＤ研修会の実施による教育能力の向上

大学の取組

授業の進め方
に「不満」・「大
いに不満」な学
生の割合

科

看護
学科

39％ 36％ 30％ 26％ 22％ 20％

教育内容の評価

Ⅵ
法
人
運
営

※１ＦＤ(Faculty Development)：教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な取組の総称である。具体的な例としては、新任教員のため
の研修会の開催、教員相互の授業参観の実施、センター等の設置などを挙げることができる。(文部科学省ホームページより)

評価体制の検討・構築 評価の実施
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Ⅱ 教育

2. 教育内容の評価

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）

・カリキュラムと授業の進め方に「不満」・「大いに不満」な学生の割合
医学科・看護学科ともに約40％ （平成22年度）

（課題）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

・在学生アンケートの授業に対する満足度の向上が必要

・時代に即したより良い教育を行うための適宜適切な教育内容の評
価が必要Ⅲ

研
究 カリキュラムと授業の進め方に

「不満」・「大いに不満」な学生
の割合を平成２２年度に比べ
半減を目指す

評価体制の構築と評価を実
施する

成果目標

Ⅳ
診
療

半減を目指す施する

教員の教育力向上のためのＦＤ(Faculty Development)活動(*1)の
活性化および教員と学生の双方向性の授業評価システムを構築する

ことにより、講義・実習・研修内容の充実を図る。

中期計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

カリキュラムと
授業の進め方

医学
科

39％ 36％ 30％ 26％ 22％ 20％

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

・双方向の授業評価システムの構築及び実施による授業の改善
・教員の表彰制度の導入
・ＦＤ研修会の実施による教育能力の向上

大学の取組

授業の進め方
に「不満」・「大
いに不満」な学
生の割合

科

看護
学科

39％ 36％ 30％ 26％ 22％ 20％

教育内容の評価

Ⅵ
法
人
運
営

※１ＦＤ(Faculty Development)：教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な取組の総称である。具体的な例としては、新任教員のため
の研修会の開催、教員相互の授業参観の実施、センター等の設置などを挙げることができる。(文部科学省ホームページより)

評価体制の検討・構築 評価の実施

-２１-

Ⅱ 教育

3. 老朽・狭隘施設への対策

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・施設に満足している学生の割合
25％以下（平成22年度）

（課題）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

Ｖ

・老朽かつ狭隘な施設への対策が必要

新キャンパスの平成３３年中の
オープンを目指す

教育・研究部門等移転対策
検討委員会を設置・運営す
る

Ⅲ
研
究

成果目標

Ｖ

Ⅳ
診
療

新キャンパスへの教育・研究部門の移転計画を積極的に推進する。

中期計画

大学の取組 県の役割

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・新キャンパスの移転整備（全額県
負担）

・教育・研究部門等移転対策検討
委員会の設置（大学と合同）

・平成３３年中の新キャンパスオープ
ンを目指した整備の推進
・教育・研究部門等移転対策検討委
員会の県と合同での設置・運営

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

新キャンパス
の整備

Ⅵ
法
人
運
営

基本構想
策定

基本設計
着手

-２２-

建築工事
発注準備

Ⅰ
地
域
貢
献

Ⅱ
教
育

Ⅲ
研
究

Ⅳ
診
療

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

Ⅵ
法
人
運
営
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Ⅲ 研究

4. 研究環境の改善

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・研究施設の老朽化（築35年～50年）

（課題）
・老朽かつ狭隘な施設への対策が必要

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

新キャンパスの平成３３年中
のオープンを目指す

教育・研究部門等移転対策
検討委員会を設置・運営す
る

Ⅲ
研
究

期計

成果目標

・新キャンパスの移転整備（全額県・平成３３年中の新キャンパスオープ

Ⅳ
診
療

新キャンパスへの教育・研究部門の移転計画を積極的に推進す

る。

中期計画

大学の取組 県の役割

負担）

・教育・研究部門等移転対策検討
委員会の設置（大学と合同）

ンを目指した整備の推進（再掲:Ⅱ-
3）
・教育・研究部門等移転対策検討委
員会の県と合同での設置・運営（再
掲:Ⅱ-3）

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

Ⅵ
法
人
運
営

-２６-

新キャンパス
の整備

基本構想
策定

基本設計
着手

建築工事
発注準備

Ⅰ
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Ⅳ 診療

1. 医師・看護師等の離職防止と人材確保

Ⅰ
地
域
貢
献

（現状）
・医師の長時間労働などによる疲労度の増大が顕著
・看護師が慢性的に不足
・女性医師数（女性の臨床医学教員） 23名（平成24年4月現在）
・看護師の離職率 7 49％（平成23年度）

Ⅱ
教
育

現状あるいは課題

看護師の離職率 7.49％（平成23年度）

Ⅲ
研
究

14.57

10.18

7 16

11.61

7.4910
12
14
16

看護師の離職率の推移（％）

Ⅳ
診
療

7.16 7.49

0
2
4
6
8

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

（課題）
・医師・看護師等の離職防止と人材の確保が必要

Ⅴ
ま
ち
づ
く
り

Ⅵ
法
人
運
営
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